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電子化の推進

• 新型コロナ対応（covid-19対応）により、押印など紙媒体を前提から、電
子媒体を前提とする世界に変化しつつある。

• 電子化の進展の前提として、データフォーマットの標準化、さらに、海
外との連携を考えると国際化を意識する必要がある。

• 会計情報の作成において、重要な証憑となる電子インボイスを対象とし
て、検討をしていきたい。



日本のインボイス制度

• 適格請求書等保存方式（いわゆるインボイス制度）
• 令和5年10月1日から消費税の仕入税額控除の方式は適格請求書等
保存方式：仕入税額控除の要件

• 適格請求書とは、「売手が買手に対し正確な適用税率や消費税額等
を伝えるための手段」であり、登録番号のほか、一定の事項が記載
された請求書や納品書その他これらに類する書類をいいます。

• 適格請求書を交付することができるのは、税務署長の登録を受けた
「適格請求書発行事業者」に限られます。



国税庁（2020)適格請求
書等保存方式の概要
https://www.nta.go.jp/t
axes/shiraberu/zeimok
ubetsu/shohi/keigenzei
ritsu/pdf/0020006-
027.pdf



電子インボイスが使われないと

• 電子インボイスでないとどうなるか。
• BtoB取引の現状（中小企業）
• A社（売上） － B社（仕入）
• A社、B社とも、自社では販売管理システム、会計システムは利用
しているが、見積書、発注書、納品書、請求書は紙でのやり取り、
入金結果を通帳明細から手で消し込み



電子インボイスが使われると

• 電子インボイスが使われるとどうなるか。
• BtoB取引のあるべき姿（中小企業）
• A社（売上） － B社（仕入）
• A社、B社とも、EDI取引によって、見積データ、発注データ、検収
データ、請求データ（電子インボイス）をデータ交換し、自社で利
用している販売管理システム、会計システムにデータを取り込む。
ZEDI（全銀EDIシステム）からの入金データを取り込み、自動消し
込みを実施。



中小企業共通EDI

• 中小企業庁
• 中小企業が抱える受発注業務の IT 化に係る問題を解決するために、
汎用的に利用できる仕様（中小企業共通 EDI標準）を策定

• 平成28年度中小企業庁事業による検証結果の平均：受発注企業とも
にEDI導入後の業務時間は、平均で従来の業務時間の半分程度（5割
程度削減）となる。

• FAXでの受発注からの脱却
• 花王などが採用



中小企業庁HPより



日本における電子インボイスの標準化

• 電子インボイス推進協議会

• 日本国内で活動する事業者が共通的に利用できる電子インボイス・
システムの構築を目指し、電子インボイスの標準仕様を策定・実証
し、普及促進させることを目的



国際的な動き

• PEPPOL：汎欧州オンライン公的調達 (Pan-European Public 
Procurement OnLine) の略称

• なお、日本には月次締めによる請求のように日本独特の商慣習があ
るため、海外との整合性を取るためにはクリアする論点がある。
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